
 

２ 

問１ 時間外・休日労働について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 使用者は、労働者に時間外・休日労働を命じた場合には、割増賃金の支払義務

を負う。 

２ 労働者の労働条件の決定その他の労務管理について経営者と一体的な立場に

ある、いわゆる管理監督者に対しては、時間外・休日労働についての労基法上の

規制は適用されない。 

③ 使用者が36協定の締結及び届出をすれば、労働者は時間外・休日労働の義務を

負う。 

４ 法定労働時間の範囲内であるが所定労働時間を超えた時間については、使用者

に割増賃金の支払義務はない。 

 

問２ 職場における差別について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 使用者は、障害のある労働者に対しては、その能力発揮の妨げになる事情を取

り除くためのあらゆる措置を講じなければならない。 

② 労働者の採用条件に、身長180cm以上という基準を用いることは、合理的な理由

がない限り、男女雇用機会均等法が禁止する間接差別に該当する。 

３ 社内留学制度の応募資格を、日本国籍を有するものに限定することは、労基法

違反とはならない。 

４ 労働者が女性であることを理由とする賃金差別は、労基法違反とはならない。 

 

問３ 労働者派遣法について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 派遣として働ける期間には、上限はない。 

② 派遣労働は、派遣元・派遣先・労働者の三者関係で成り立つ。 

３ 違法派遣の場合、派遣元はその派遣労働者に対して直接雇用の申込みをしたも

のとみなされる。 

４ 1日単位の派遣労働も、自由に認められている。 

 

問４ 労働者の競業避止義務について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 在職中、労働者は就業規則に定めがある場合に限り、競業避止義務を負う。 

② 退職後に競業避止義務を課すためには、その範囲が必要かつ合理的であること

が求められる。 

３ 退職後についても、労働者は当然に労働契約の付随義務として競業避止義務を

負う。 

４ 競業避止義務とは、職務上知り得た秘密を他者に開示しない義務のことである。 



 

３ 

問５ 労働条件の明示について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 求人票に示された労働条件は、当事者間においてこれと異なる別段の合意をす

るなど特段の事情がない限り、労働契約の内容になる。 

２ 実際の労働条件が明示された労働条件と異なる場合、労働者は労働契約を解除

することができる。 

③ 使用者が労働条件を明示しなかった場合、その労働契約は直ちに無効となる。 

４ 労働者が同意している場合には、電子メールなどによって労働条件を明示する

ことができる。 

 

問６ 法律には、当事者が互いに合意したとしても、その合意を無効とするルールが

存在します。これを何というか、正しいものをひとつ選びなさい。 

① 強行規定 

２ 努力義務 

３ 任意規定 

４ 訓示規定 

 

問７ パート有期労働者に関するワークルールについて、誤っているものをひとつ選

びなさい。 

１ 使用者は、雇入れ時に労働条件を書面で明示しなければならない。 

② パート有期労働者は、パート有期法の適用を受けるため、労基法の適用を受け

ない。 

３ 使用者は、正社員登用制度の整備など、正社員への転換機会を確保しなければ

ならない。 

４ 使用者は、パート有期労働者の求めに応じて、正社員との待遇差の内容や理由

を説明しなければならない。 

 

問８ 次のうち、法律によって禁止されている解雇に当たらないものをひとつ選びな

さい。 

１ 女性が妊娠したことを理由とする解雇 

２ 業務上の負傷により休んでいる労働者に対する解雇 

３ 労働組合の組合員であることを理由とする解雇 

④ 私生活上の病気（私傷病）により長期間休んでいる労働者に対する解雇 



 

４ 

問９ プライバシー保護について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

① 使用者は、HIVの感染歴などについて、労働者本人の同意なく検査することがで

きる。 

２ 採用選考において、求職者の住所や電話番号などの個人情報を収集するときは、

その目的を応募者に明らかにして収集し、その目的の範囲内で使用しなければな

らない。 

３ 使用者は、合理的な理由がない場合には、職場で労働者の持ち物（私物）を検

査することができない。 

４ 使用者が、労働者本人の同意なく、GPS（位置情報管理システム）を用いて勤務

時間外に労働者の居場所を確認することは、プライバシー侵害に該当する。 

 

問10 労働時間について、正しいものをひとつ選びなさい。 

① 通勤時間は、労働時間に該当しない。 

２ 黙示の指示による残業は、労働時間に該当しない。 

３ 手待ち時間は、労働時間に該当しない。 

４ 所定労働時間外の仕事の準備・後片付けは、常に労働時間に該当しない。 

 

問11 賃金について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 居酒屋でバイトしていたら、お客さんからチップをもらった。これも仕事の上

で受け取ったお金なので、労基法上の賃金に該当する。 

２ コンビニでアルバイトしているが、店長の頼みで、元々予定のなかった時間に

残業し、残業代を受け取った。その残業は予定外だったので、その残業代は労基

法上の賃金には該当しない。 

③ 来月結婚することになり、そのことを会社に報告したら、就業規則には定めの

ない「結婚祝い金」を渡された。これは労基法上の賃金には該当しない。 

４ 大阪の会社に就職したため、沖縄から大阪に引っ越してアパートを借りたとこ

ろ、会社から住宅手当が支給された。就業規則で決まっている手当とのことだが、

仕事をした時間とは無関係なので、労基法上の賃金には該当しない。 

 

問12 不当労働行為について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 労働委員会の不当労働行為の審査は、申立、調査、審問、合議、命令のプロセ

スをたどる。 

② 不当労働行為における使用者は、労働契約上の当事者であり、親会社が使用者

とされることはない。 

３ 支配介入の不当労働行為とは、使用者による組合に対する抑圧的な行為である。 

４ 使用者は、会社に複数の労働組合がある場合には、これらを平等に取り扱う義

務を負っている。  



 

５ 

問13 賃金の支払い方法について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 使用者が労働者の親に賃金を支払うことは、労基法違反とならない。 

２ 賃金は通貨で支払わなければならないが、それ以上の限定はないので、外国通

貨で支払っても労基法違反とならない。 

③ 通常の賃金を半年に1度まとめて支給することは、労基法違反となる。 

４ 会社が賃金から税金や社会保険料を差し引いて支払っていた場合、そのことに

ついて労働者からの同意を得ていなければ、労基法違反となる。 

 

問14 ハラスメントについて、誤っているものをひとつ選びなさい。 

① 就業時間後の懇親会（飲み会）で、上司が部下に性的な誘いをした場合は、セ

クシュアル・ハラスメントの問題にはならない。 

２ カスタマー・ハラスメントとは、職場において行われる、顧客などによる労働

者に対する嫌がらせのことをいう。 

３ 職場の先輩と後輩との間で行われる嫌がらせも、優越的な関係を背景としてい

るものであれば、職場で問題となるパワー・ハラスメントに該当する場合がある。 

４ 使用者は、採用選考中における就活生に対しても、セクシュアル・ハラスメン

トが起きないように適切な措置を講じる義務がある。 

 

問15 労基法に基づく36協定の締結などで必要となる過半数代表者の適正な選出方

法について、正しいものをひとつ選びなさい。 

① パート・アルバイトを含む事業場の全労働者による投票や挙手等の民主的手続

で選出する方法 

２ 事業場に親睦会があり、親睦会の会長が過半数代表者に就任する慣行がある場

合は、その慣行にしたがった方法 

３ 正社員のみを対象に、投票や挙手等の民主的手続で選出する方法 

４ 使用者が信頼できる労働者を指名する方法 

 

問16 労組法上の労働組合について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 労働組合は、政治活動をすることが許されない。 

２ 判例は、ユニオン・ショップ協定を無効としている。 

３ 労働組合は、労働者の人種又は宗教を理由に組合への加入を拒否することがで

きる。 

④ 労働組合の結成のためには、使用者の許可は不要である。 

 

問17 社会保険について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ すべての者が強制的に国民年金の被保険者となることを国民皆年金という。 

② 疾病は、年金保険でカバーされる保険事故である。 

３ 保険者は、保険料の徴収や保険給付の支給、被保険者の資格管理などを行う。 

４ 国民皆保険は、すべての国民が複数存在する医療保険のいずれかに加入しなけ

ればならないことを意味する。  



 

６ 

問18 労働三権について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

① 団体行動権には、組合活動権は含まれない。 

２ 正当な争議権の行使は、憲法上、刑事免責及び民事免責が認められる。 

３ 団結権は、労働者が自由に労働組合を結成し、運営する権利である。 

４ 団体交渉権は、労働者が労働組合を通じて使用者と団体交渉する権利である。 

 

問19 労使の個別合意による労働条件の変更について、誤っているものをひとつ選び

なさい。 

１ 労働条件の変更が、書面の上で合意されたように見える場合であっても、それ

が労働者の意思に反するものであったと評価される場合、そのような合意には効

力が認められないことがある。 

② 労働者の労働条件の変更は、経営上の必要に基づいて行うものであるので、使

用者がその裁量によって決定できるのが原則である。 

３ 使用者が個別合意による労働条件の変更を打診した場合、これに同意した労働

者だけがその労働条件を変更される。 

４ 使用者と労働者との個別の合意によって、就業規則で定めている労働条件を下

回る労働条件に変更することはできない。 

 

問20 労災保険制度について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 通勤途中に交通事故で負傷した場合、その被災労働者に対して支給される労災

保険給付の制度はない。 

２ 労災事故により労働者が死亡した場合、その遺族に対して支給される労災保険

給付の制度はない。 

③ 脳・心臓疾患発症前の2～6か月間にわたって、おおむね月80時間以上の時間外・

休日労働が認められる場合、業務と発症との関連性が強いとされる。 

４ 労災保険に加入するか否かは、事業主及び労働者の判断に委ねられている。 

 

問21 解雇について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 解雇は、客観的に合理的な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない

場合は、権利を濫用したものとして無効となる。 

２ 解雇が無効となった場合、労働者は解雇期間中の賃金を請求することができる。 

３ 仕事上のミスが重なっている労働者であっても、使用者が教育訓練や適切な指

導を全くせずに解雇することはできない。 

④ 整理解雇が有効と認められるためには、使用者は労働組合や労働者から整理解

雇に対する同意を得る必要がある。  



 

７ 

問22 年次有給休暇（年休）について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 年休をどのように利用するかは労働者の自由である。 

２ 年休は、採用された日から6か月以上継続して働き、全労働日の8割以上出勤し

た場合に発生する。 

３ 使用者は、労働者の請求した時季に年休を与えることが事業の正常な運営を妨

げる場合には、他の時季にこれを与えることができる。 

④ 週の所定労働日数が少ない労働者には、年休は認められない。 

 

問23 就業規則による労働条件の不利益変更について、誤っているものをひとつ選び

なさい。 

１ 就業規則の不利益変更に際して求められる、変更後の就業規則の「周知」とは、

労働者が知ろうと思えば知り得る状態にあればよいとされている。 

２ 判例は、変更した就業規則について労働者の合意を得るならば、労働条件を不

利益に変更することができるとしている。 

③ 就業規則は使用者に変更権限があるので、就業規則の変更により労働条件を不

利益に変更する場合、事前に労働組合との団体交渉や労使協議を行う必要はない。 

４ 賃金や退職金のような重要な労働条件の不利益変更の場合、そのような不利益

を労働者に法的に受忍させることを許容できるだけの高度な必要性に基づいた

合理性が求められる。 

 

問24 労災保険給付について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 1年以上の雇用実績があるアルバイトでなければ、労災保険給付は支給されな

い。 

② 出張中の事故であっても、労災保険給付は支給される。 

３ 労働者がわざと災害を起こした場合であっても、労災保険給付は支給される。 

４ 休憩時間中の事故であれば、労災保険給付が支給されることはない。 

 

問25 賞与・退職金について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 判例は、労働者が重大な秩序違反をしたとしても、退職金を全額不支給とする

ことは絶対に許されないとしている。 

２ 退職金には、賃金の後払い的性格はない。 

３ 支給日に在職している労働者に対してのみ賞与を支給することは違法である。 

④ 賞与や退職金の支払いは、法律によって義務づけられているわけではない。 



 

８ 

問26 公的年金について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 厚生年金保険の被保険者は、適用事業所に使用される70歳未満の者である。 

２ 国民年金の被保険者は、第1号被保険者、第2号被保険者及び第3号被保険者に分

かれる。 

③ 国民年金の第3号被保険者は、第1号被保険者に扶養されている被扶養配偶者で

ある。 

４ 厚生年金保険の被保険者は、国民年金の第2号被保険者でもある。 

 

問27 次のうち、就業規則が労働契約の内容となる「労働契約規律効」が認められる

ための要件として、誤っているものをひとつ選びなさい。 

１ 就業規則が合理的な労働条件を定めていること。 

② 労働者が就業規則の内容に個別に同意していること。 

３ 就業規則が法令又は労働協約に反していないこと。 

４ 使用者が労働者に就業規則を周知させていること。 

 

問28 雇用終了について、誤っているものをひとつ選びなさい。 

① 使用者が定年制を設ける場合、定年年齢は65歳を下回ることはできない。 

２ 合意解約とは、労働者と使用者の合意によって労働契約を終了させることをい

う。 

３ 解雇とは、使用者からの一方的な意思表示によって労働契約を終了させること

をいう。 

４ 辞職とは、労働者からの一方的な意思表示によって労働契約を終了させること

をいう。 

 

問29 有期労働契約について、正しいものをひとつ選びなさい。 

１ 有期労働契約の期間の下限は1か月である。 

２ 1年間の有期労働契約の期間中、労働者はいつでも自由に辞められる。 

③ 事業の完了に長い時間が掛かる場合は、3年を超える有期労働契約を締結して

もよい。 

４ 有期労働契約の期間満了による終了を、解雇という。 

 

問30 労働安全衛生について、正しいものをひとつ選びなさい。 

① 労安衛法は、事業者に対して法律上の義務を定め、違反に対して刑事罰を定め

ている。 

２ 労安衛法は、労働災害の防止のみを目的とした法律である。 

３ 平成以降、労働災害による死亡労働者数は増加傾向にある。 

４ 労働災害の原因は、事業者が提供する作業環境の不安全な状態のみに起因して

いる。 


